
- -25

第 2部

新地方公会計制度に基づく財務諸表
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１．概要

(１) 新地方公会計制度に基づく新財務諸表の作成にあたって

地方公共団体の公会計の整備については、平成 18 年８月 31 日付総務事務次官通

知「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針の策定について」や

平成 19 年 10 月 17 日付総務省自治財政局長通知「公会計の整備推進について」にお

いて、「新地方公会計制度研究会報告書」（平成 18 年５月 18 日公表）で示された地

方公共団体単体及び関連団体等も含む連結ベースの財務書類を整備することが要請

されています。整備にあたっては、原則として国の作成基準に準拠し、発生主義を

活用するとともに複式簿記の考え方の導入を図り、基準モデル（※１）又は総務省

方式改訂モデル（以下「改訂モデル」という。）（※２）を活用して作成することと

されています。

これを受け大阪市においても、平成 20年度決算から改訂モデルによる普通会計ベ

ース及び連結ベースでの財務諸表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計

算書、資金収支計算書）を公表しています。連結ベースの財務諸表を作成するにあ

たっては、連結対象となる会計・団体・法人（以下「連結対象法人等」という。）に

おける既存の決算書類を基礎として必要な組替・修正を行い、さらに連結対象法人

等間で行われる内部取引を、一定の基準のもとに相殺消去しています。

大阪市港営事業会計は、地方公営企業法（昭和 27 年８月１日法律第 292 号）及び

関係諸規定に準拠して各決算諸表（以下「法定決算書類」という。）を作成し、大阪

市監査委員の審査に付しておりますが、国の基準に準拠した新財務諸表となるよう

に、貸借対照表及び行政コスト計算書については法定決算書類から組替を行い、さ

らに必要な修正を加えました。また、純資産変動計算書及び資金収支計算書におい

ては、対応する法定決算書類がありませんので、新たに作成しております。

なお、アニュアルレポートに掲載している新財務諸表は、港営事業会計単体のも

のであり、連結対象法人等間で行われる内部取引の相殺消去前の数値となっており

ます。

※１ 基準モデル…固定資産の全てを個々に毎年度公正価値により評価しているのが特

徴。導入当初は台帳整備等に伴う負荷が大きい。

※２ 総務省方式改訂モデル…固定資産のうち売却可能資産のみ時価評価することから

始め、段階的に台帳の整備を行うことにより、導入当初の負荷が少な

い。
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(２) 法定決算書類から組み替えた新財務諸表の更なる修正点について

① 貸借対照表

(ア) 投資及び出資金、販売用不動産を時価評価しています。

(イ) 未収金のうち、１年を超えて回収されていない債権を長期延滞債権とし

て資産等に計上しています。

(ウ) 貸付金、長期延滞債権、未収金について回収不能見込額を計上していま

す。

(エ) 借入資本金に計上している企業債借入額を純資産の部から負債の部へ振

り替えています。

(オ) 将来におけるコスト要因を把握するため退職手当引当金、賞与引当金を

計上しています。

② 行政コスト計算書

(ア) 退職手当引当金繰入等、賞与引当金繰入等を計上しています。

(イ) 回収不能見込計上額を計上しています。

(ウ) 資産減耗費のうちの固定資産除却費、特別損失のうちの固定資産売却損、

特別利益のうちの固定資産売却益を差し引いています。なお、これらは

純資産変動計算書の臨時損益に計上しています。

(エ) 夢洲地区の損益計算開始に伴う過年度の事業収益を差し引いています。

なお、この収益は純資産変動計算書の臨時損益に計上しています。
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２．新地方公会計制度による財務諸表に基づく分析

（１） 主要な経営指標等の推移

決算年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

経常収益（Ａ） (百万円) 17,789 14,137 12,119

経常行政コスト（Ｂ） (百万円) 19,989 14,105 13,201

差引（Ａ）－（Ｂ） (百万円) △2,200 32 △1,082

総資産額 (百万円)
( 472,724

435,976

) ( 411,014

389,823

) ( 393,565

367,643

)

負債額 (百万円)
( 36,414

272,750

) ( 43,701

214,770

) ( 36,312

198,207

)

純資産額 (百万円)
( 436,310

163,225

) ( 367,313

175,053

) ( 357,253

169,436

)

経常的資金収支 (百万円) 7,981 3,249 2,216

公共資産整備収支 (百万円) △1,594 △1,575 △1,292

投資・財務的資金収支 (百万円) △6,188 △1,874 △896

期末資本

（現金及び預金）残高
(百万円) 446 246 274

〔参考〕

現在員数 (人) 181 174 162

資金不足比率 (％) － － －

・ 上段（ ）は、地方公営企業法に基づく決算数値（22 年度は見込額）、下段は、財務書類４表

（総務省方式改訂モデル）による数値

・ 職員数は、３月末現在

・ 資金不足比率は、地方公営企業法に基づく決算数値（22 年度は見込額）による数値
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（２） 財務分析のコメント

① 経営成績の分析

（ア） 経常収益

当年度の業績は 12,119 百万円となり、前年度に比し 2,018 百万円

（14.3％）減少しました。これは、事業収益（主に使用料収益と土地売

却収益）の減少などによるものです。

（イ） 経常行政コスト

当年度の業績は 13,201 百万円となり、前年度に比し 904 百万円（6.4％）

減少しました。これは、補助金等（主に咲洲コスモスクエア地区立地促

進助成金）が増加した一方で、物件費（主に土地売却原価）や維持補修

費が減少したことなどによるものです。

（ウ） 差引

この結果、経常収益から経常行政コストを差し引くと、△1,082 百万円

となり、前年度の 32 百万円から 1,114 百万円の収支悪化となり、コスト

超過へと転じることとなりました。

② 財政状況の分析

（ア） 総資産額の状況

当年度末の資産合計は 367,643 百万円となり、前年度末に比し 22,180

百万円（5.7％）減少しました。これは、未収金が減少（主に第三セクタ

ー等改革推進債にかかる繰入金の収入）したことなどによるものです。

なお、今年度に収入した繰入金は、一般会計からの短期借入金の返還（負

債の減少）等に充当しております。

（イ） 負債額の状況

当年度末の負債合計は 198,207 百万円となり、前年度末に比し 16,563

百万円（7.7％）減少しました。これは、企業債の元金償還による公営事

業地方債の減少や一般会計からの短期借入金の減少などによるものです。

（ウ） 純資産額の状況

当年度末の純資産合計は 169,436 百万円となり、前年度末に比し 5,617

百万円（3.2％）減少しました。これは、販売用不動産の時価評価による

減などがあったためです。

③ 資金収支の分析

（ア） 経常的資金収支

当年度における経常的活動による資金の増減は、2,216 百万円となり、

前年度に比し 1,033 百万円（31.8％）減少しました。これは主に、事業

収入が減少したためです。
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（イ） 公共資産整備資金収支

当年度における公共資産整備による資金の増減は、△1,292 百万円とな

り、前年度に比し 283 百万円（18.0％）増加しました。これは主に、公

共資産整備支出が増加したものの、地方債発行額がそれ以上に増加した

ためです。

（ウ） 投資・財務的資金収支

当年度における投資・財務的活動による資金の増減は、△896 百万円と

なり、前年度に比し 978 百万円（52.2％）増加しました。これは主に、

貸付金回収が大きく減少したものの、それ以上に損失補償実行にかかる

支出や貸付金が減少したことなどによるものです。

（エ） 総括

「経常的資金収支の部」で生じた収支剰余額（黒字）2,216 百万円で、

「公共資産整備資金収支の部」の収支不足額（赤字）1,292 百万円及び「投

資・財務的資金収支の部」の収支不足額（赤字）896 百万円を補填した結

果、今年度は 28 百万円資金が増加しています。

この結果、期末の資金残高は 274 百万円となっています。
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３．貸借対照表

（１）平成22年度貸借対照表

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１ 公共資産 １ 固定負債

(1) 有形固定資産 139,279,143 (1) 公営事業地方債 152,718,098

(2) 無形固定資産 99,635 (2) 退職手当引当金 1,066,555

公共資産合計 139,378,778 (3) その他 30,545,489

固定負債合計 184,330,142

２ 投資等

(1) 投資及び出資金 4,044,000 ２ 流動負債

(2) 貸付金 4,692,548 (1) 翌年度償還予定地方債 11,291,426

(3) 基金等 6,254,672 (3) 未払金 1,850,267

(4) 長期延滞債権 9,796 (4) 翌年度支払予定退職手当 45,231

(5) その他 620,509 (5) 賞与引当金 66,464

(6) 回収不能見込額 △ 7,188 (6) その他 623,692

投資等合計 15,614,337 流動負債合計 13,877,080

３ 流動資産 負 債 合 計 198,207,222

(1) 資金 274,279

(2) 未収金 997,680

(3) 販売用不動産 211,208,232 [純資産の部]

(4) その他 127,395 １ 公共資産等整備国府補助金等 469,065

(5) 回収不能見込額 △ 5

流動資産合計 212,607,581 ２ 公共資産等整備一般財源等 139,511,002

４ 繰延勘定 42,784 ３ その他一般財源等 54,713,052

４ 資産評価差額 △ 25,256,861

純 資 産 合 計 169,436,258

資 産 合 計 367,643,480 負 債 ・ 純 資 産 合 計 367,643,480

貸借対照表

借 方 貸 方

（平成23年3月31日現在）
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（２）法定決算書からの組替と修正
(ア)資産の部

＜右記の貸借対照表（修正前）への組替＞

有形固定資産
有形固定資産合計【1.(1)】

投資及び出資金
投資のうち出資金【1.(3).ロ】

貸付金
投資のうち長期貸付金【1.(3).ハ】と流動資
産のうち短期貸付金【3.(4)】

その他
投資のうち土地年賦未収金【1.(3).ニ】と
その他投資【1.(3).ホ】

基金等
投資のうち基金【1.(3).イ】

資金
流動資産のうち現金・預金【3.(1)】

未収金
流動資産のうち未収金【3.(2)】

繰延勘定
繰延勘定合計【4】

販売用不動産
土地造成勘定合計【2】

その他
流動資産のうち貯蔵品【3.(3)】、前払費
用【3.(5)】、前払金【3.(6)】、その他流動
資産【3.(7)】

無形固定資産
無形固定資産合計【1.(2)】

1．

(1) 円

イ 円

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト 工具、器具及び備品

チ

リ その他有形固定資産 円

(2)

イ

ロ

ハ

(3)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

円

2．

(1)

(2)

3．

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

4．

(1)

その他無形固定資産 9,735,802

95,946,017,014

貯 蔵 品

有形固定資産合計

未 収 金

無形固定資産合計

139,279,143,031

9,730,000

5,189,925

274,279,274

1,007,475,584

393,565,077,901

繰 延 勘 定 合 計 42,783,430

資 産 合 計

繰 延 勘 定

企業債発行差金 42,783,430

3,509,149,844

その他流動資産 51,873,000

流 動 資 産 合 計

短 期 貸 付 金 2,100,000,000

前 払 費 用 625,698

前 払 金 69,706,363

141,176,620,331

237,122,637,345

152,890,507,282

4,044,000,000

13,511,729,209

76,140,500

1,113,119,600 544,733,306

855,608,248

33,567,987 10,873,567

1,657,852,906

4,374,861,890 449,284,749

44,441,554

21,421,738,554 4,877,579,262

4,824,146,639

13,292,079,714 8,639,939,733

26,299,317,816

24,603,580,918 29,439,341,370

94,452,052,796

54,042,922,288

未 成 土 地

土地造成勘定 合計

有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

減価償却累計額

投 資 合 計

基 金

投 資

長 期 貸 付 金

そ の 他 投 資

土地年賦未収金

出 資 金

建 設 仮 勘 定

土 地

平成22年度大阪市港営事業貸借対照表

(平成23年３月31日)

資 産 の 部

固 定 資 産

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

ソ フ ト ウ ェ ア

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

船 舶

車 両 運 搬 具

21,932,019,447

建 物

構 築 物

72,550,150

無 形 固 定 資 産

99,635,042

17,349,090

544,368,842

2,592,548,000

土 地 造 成 勘 定

完 成 土 地

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

6,254,671,867

建 設 仮 勘 定
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貸借対照表

（単位：千円）

貸借対照表
＜貸借対照表への修正＞

（修正前）

[資産の部]

1. 公共資産

(1) 有形固定資産 139,279,143 0 139,279,143 142,219,125

地方公共団体計 139,279,143 0 139,279,143 142,219,125

(2) 無形固定資産 99,635 0 99,635 72,594

公共資産合計 139,378,778 0 139,378,778 142,291,719

2. 投資等

(1) 投資及び出資金 4,044,000 0 4,044,000 4,044,000

(2) 貸付金 4,692,548 0 4,692,548 2,911,950

(3) 基金等 6,254,672 0 6,254,672 8,061,432

(4) 長期延滞債権 0 9,796 9,796 22,898

(5) その他 620,509 0 620,509 859,266

(6) 回収不能見込額 0 △ 7,188 △ 7,188 △ 7,188

投資等合計 15,611,729 2,608 15,614,337 15,892,358

3. 流動資産

(1) 資金 274,279 0 274,279 246,413

(2) 未収金 1,007,476 △ 9,796 997,680 18,320,789

(3) 販売用不動産 237,122,637 △ 25,914,405 211,208,232 212,972,083

(4) その他 127,395 0 127,395 50,845

(5) 回収不能見込額 0 △ 5 △ 5 △ 104

流動資産合計 238,531,787 △ 25,924,206 212,607,581 231,590,026

4. 繰延勘定 42,784 0 42,784 48,691

資 産 合 計 393,565,078 △ 25,921,598 367,643,480 389,822,794

貸借対照表
（平成22年

３月31日現在）
修正

貸借対照表
（平成23年

３月31日現在）

回収不能見込額
未収金のうち回収不能となることが見込ま
れる金額を計上

長期延滞債権
未収金のうち、1年を超えて回収されてい
ない額を計上

未収金
長期延滞債権計上分を減額

回収不能見込額
貸付金及び長期延滞債権のうち回収不能
となることが見込まれる金額を計上
詳細は１０．注記事項の(1)７.を参照

販売用不動産
時価評価額と簿価との少ない方の額で計
上
詳細は１０．注記事項の(1)８.を参照
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(イ)負債の部、純資産の部

その他
企業債以外の固定負債【5.(2)+5.(3)】

未払金
流動負債のうち未払金【6.(1)】

公共資産等整備国府補助金等
資本剰余金のうち国庫補助金【8.(1).ハ】

資産評価差額
資本剰余金のうち受贈財産評価額【8.(1).
ロ】

公営事業地方債
固定負債のうち企業債【5.(1)】

その他
未払金以外の流動負債【6.(2)】

公共資産等整備一般財源等
固定資産合計【1】＋流動資産のうち短
期貸付金【3.(4)】－剰余金のうち受贈財
産評価額【8.(1).ロ】と国庫補助金【8.(1).
ハ】

その他一般財源等
資産合計【1+2+3+4】-負債合計【5+6】－
貸借対照表（修正前）その他一般財源等
以外の純資産合計【右表（修正前）純資
産の部の1+2+4】

5．
円

(1)

(2)

(3)
円

6．

(1)

(2)

7．
円

(1)

(2)
円

イ

円

8．

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

(2)

イ

126,617,477

借 入 資 本 金 合 計 160,716,503,610

1,850,267,047

36,312,467,958

資 本 の 部

2,473,958,981

繰延年賦売却損益

357,252,609,943

△ 47,878,697,493

53,339,165,673

393,565,077,901負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

当年度未処理欠損金

欠 損 金 合 計

53,339,165,673

欠 損 金

剰余金(欠損金)

工 事 負 担 金 871,483,310

国 庫 補 助 金 469,065,109

受贈財産評価額 657,544,612

再 評 価 積 立 金 123,038,770

資 本 剰 余 金

405,131,307,436

企 業 債 160,716,503,610

資 本 金 合 計

借 入 資 本 金

自 己 資 本 金 244,414,803,826

資 本 金

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

30,418,871,500

623,691,934

33,838,508,977

未 払 金

企 業 債 3,293,020,000

負 債 の 部

固 定 負 債

その他固定負債

その他資 本剰 余金

資 本 剰 余 金 合 計

3,339,336,379

5,460,468,180

預 り 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
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（単位：千円）

貸借対照表

（修正前）

[負債の部]

1. 固定負債

(1) 地方公共団体

公営事業地方債 3,293,020 149,425,078 152,718,098 161,329,136

地方公共団体計 3,293,020 149,425,078 152,718,098 161,329,136

(2) 退職手当引当金 0 1,066,555 1,066,555 1,116,881

(3) その他 30,545,489 0 30,545,489 30,723,570

固定負債合計 33,838,509 150,491,633 184,330,142 193,169,587

2. 流動負債

(1) 翌年度償還予定額

地方公共団体 0 11,291,426 11,291,426 11,161,208

翌年度償還予定額計 0 11,291,426 11,291,426 11,161,208

(2) 短期借入金 0 0 0 7,000,000

(3) 未払金 1,850,267 0 1,850,267 2,713,871

(4) 翌年度支払予定退職手当 0 45,231 45,231 25,421

(5) 賞与引当金 0 66,464 66,464 76,216

(6) その他 623,692 0 623,692 623,451

流動負債合計 2,473,959 11,403,121 13,877,080 21,600,167

負 債 合 計 36,312,468 161,894,754 198,207,222 214,769,754

[純資産の部]

1. 公共資産等整備国府補助金等 469,065 0 469,065 469,065

2. 公共資産等整備一般財源等 153,863,898 △ 14,352,896 139,511,002 140,741,708

3. その他一般財源等 202,262,103 △ 147,549,051 54,713,052 54,302,132

4. 資産評価差額 657,544 △ 25,914,405 △ 25,256,861 △ 20,459,865

純資産合計 357,252,610 △ 187,816,352 169,436,258 175,053,040

負債及び純資産合計 393,565,078 △ 25,921,598 367,643,480 389,822,794

貸借対照表
（平成22年

３月31日現在）
修正

貸借対照表
（平成23年

３月31日現在）

資産評価差額
○販売用不動産の時価評価による減

退職手当引当金
年度末退職手当支給見込額を引当金とし
て計上。ただし、翌年度支払予定額は除く
詳細は１０．注記事項の(1)１０.を参照

翌年度支払予定退職手当
年度末退職手当支給見込額のうち翌年度
支払予定額
詳細は１０．注記事項の(1)１０.を参照

賞与引当金
翌年度6月支給の期末手当及び勤勉手当
のうち、当年度負担相当額（12月から3月
の4か月分）を計上
詳細は１０．注記事項の(1)１１.を参照

公共資産等整備一般財源等
○投資等合計の修正に伴う増
○法定決算書の借入資本金のうち港湾施
設提供事業分を負債の部へ振替えたこと
による減

その他一般財源等
○流動資産合計の修正に伴う減
○退職手当引当金、翌年度支払予定退
職手当、賞与引当金を負債へ計上したこ
とによる純資産の減
○法定決算書の借入資本金のうち大阪港
埋立事業分を負債の部へ振替えたことに
よる減

公営事業地方債
法定決算書の借入資本金合計を純資産
の部から負債の部へ振替え。ただし、翌
年度償還予定額は除く
港湾施設提供事業分 12,309,078千円
大阪港埋立事業分 137,116,000千円

翌年度償還予定額
法定決算書の借入資本金合計のうち翌年
度償還予定額
港湾施設提供事業分 2,046,426千円
大阪港埋立事業分 9,245,000千円
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４．行政コスト計算書

右記の行政コスト計算書（修正前）への組替

人件費
営業費用のうち給料（518,735千円）、手
当（464,502千円）、共済費（208,982千
円）、災害補償費（37千円）

物件費
営業費用のうち人件費、維持補修費、減
価償却費、補助金等、資産減耗費以外
のもの

維持補修費
営業費用のうち修繕費（927,056千円）

補助金等
営業費用のうち負担金補助及び交付金
（1,419,003千円）

減価償却費
営業費用のうち減価償却費【2.(6)】

支払利息
営業外費用のうち支払利息（2,007,113千
円）

その他行政コスト
営業費用のうち資産減耗費【2.(7)】と営
業外費用のうち支払利息以外のもの
（161,693千円）及び特別損失【6.(1)】

事業収益
営業収益【1】

その他特定行政サービス収入
営業外収益【3】と特別利益【5】

円

(1)

(2)

(3)

(4)
円

(5)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)
円

(1)

(2)

(1)

(2)

(3)

(4)

(1)

(2)

(1)

（注）1．港湾施設提供事業の上屋倉庫運営費には、大阪港埋立事業への土地賃借料2,687,457,530円を含む。

2．大阪港埋立事業の土地賃貸料収益には、港湾施設提供事業からの土地賃貸料収益2,687,457,530円を含む。

当 年 度 純 損 失

固定資産売却益

雑 収 益

特 別 損 失

固定資産売却損

6.

営 業 外 収 益

営 業 費 用

4. 営 業 外 費 用

当年度未処 理欠損金

5.

239,438,911

引 船 収 益

67,266,856その他特別利益

一般会計繰出金

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

土 地 売 却 原 価

土 地 売 却 収 益

土地賃貸料収益

大阪港埋立事業
一 般 管 理 費

1．

荷役機械運営費

2.

繰 延 勘 定 償 却

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

特 別 利 益

雑 支 出

経 常 損 失

3,983,539,952

3.

471,636,713

引 船 運 営 費

営 業 損 失 1,151,596,448

2,043,238,164

2,030,412,814 2,037,803,252

7,390,438
受 取 利 息 及 び
配 当 金

3,703,683,138

(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)

営 業 収 益

2,168,806,003

2,566,589

116,690,418

7,381,250

471,629,338

5,184,861,352

4,007,701,722

2,749,264,806

245,425,846

154,865,759

上屋倉庫運営費

52,478,772,250前 年 度 繰 越 欠 損 金

160,335,666

116,690,418

10,165,069,359

422,205,776

△ 131,002,751

1,282,599,199

860,393,423

平成22年度大阪市港営事業損益計算書

11,316,665,807

115,620,000

538,896,194

53,339,165,673

荷 役 機 械 収 益

上 屋 倉 庫 収 益

216,285,625

364,695,676
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行政コスト計算書

（単位：千円） 行政コスト計算書への修正

行政コスト計算書

（修正前）

〔経常行政コスト〕

人件費 1,192,256 △ 107,049 1,085,207 1,168,840

退職手当引当金繰入等 0 317 317 28,173

賞与引当金繰入等 0 66,464 66,464 76,216

物件費 4,783,660 0 4,783,660 5,618,547

維持補修費 927,056 0 927,056 1,507,288

減価償却費 2,749,265 0 2,749,265 2,876,785

補助金等 1,419,003 0 1,419,003 583,194

支払利息 2,007,113 0 2,007,113 2,110,123

回収不能見込計上額 0 △ 99 △ 99 7,278

その他行政コスト 523,809 △ 361,011 162,798 128,277

行政コスト合計 13,602,162 △ 401,378 13,200,784 14,104,721

〔経常収益〕

分担金・負担金・寄附金 0 0 0 179,995

事業収益 10,165,069 △ 151,672 10,013,397 11,822,219

その他特定行政サービス収入 2,576,699 △ 471,629 2,105,070 2,115,349

他会計補助金等 0 0 0 19,273

行政サービス収入合計 12,741,768 △ 623,301 12,118,467 14,136,836

（差引）純行政コスト 860,394 221,923 1,082,317 △ 32,115

修正

行政コスト計算書
自 平成22年

４月１日
至 平成23年

３月31日

行政コスト計算書
自 平成21年

４月１日
至 平成22年

３月31日 人件費
当年度退職手当支払額（30,833千
円）と前年度賞与引当金（76,216千
円）を除く

賞与引当金繰入等
平成23年6月支給予定の期末・勤
勉手当のうち、当年度負担相当額
（12月から３月の４か月分）を費用計
上する

回収不能見込計上額
当年度貸借対照表の回収不能見込
額から前年度貸借対照表の回収不
能見込額を差し引いた額を費用計
上する

その他特定行政サービス収入
特別利益のうち固定資産売却益を
除く（純資産変動計算書の臨時損
益に計上する）

退職手当引当金繰入等
退職手当給付のために当てている
財源の増加。22年度分（1,111,786
千円）－21年度分（1,142,302千円）
＋22年度に支払われた退職金
（30,833千円）

その他行政コスト
資産減耗費のうち固定資産除却費
（244,320千円）と、特別損失のうち
固定資産売却損（116,690千円）を
除く（純資産変動計算書の臨時損
益に計上する）

事業収益
夢洲地区の損益計算開始に伴う過
年度の事業収益を除く（純資産変動
計算書の臨時損益に計上する）
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純資産変動計算書
自 平成22年4月 1日

至 平成23年3月31日

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国府補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 175,053,040 469,065 140,741,708 54,302,132 △ 20,459,865

純経常行政コスト △ 1,082,317 △ 1,082,317

一般財源 0

補助金等受入 0

臨時損益

公共資産除売却損益 38,270 38,270

夢洲地区の過年度の事業収益 151,672 151,672

科目振替

公共資産整備への財源投入 13,936 △ 13,936

公共資産処分による財源増 △ 514,441 586,790 △ 72,349

貸付金・出資金等への財源投入 17,513,860 △ 17,513,860

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 17,553,124 17,553,124

減価償却による財源増 △ 2,749,265 2,749,265

地方債償還等に伴う財源振替 2,288,840 △ 2,288,840

資産評価替えによる変動額 △ 4,730,581 △ 4,730,581

無償受贈資産受入 5,934 5,934

その他 240 △ 230,512 230,752

期末純資産残高 169,436,258 469,065 139,511,002 54,713,052 △ 25,256,861

５．純資産変動計算書
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期首純資産残高 ・・・ 21年度貸借対照表の純資産額と同じ。

純経常行政コスト ・・・

一般財源 ・・・ 地方税や地方交付税などの自治体としての一般的な財源。

補助金等受入 ・・・ 国庫支出金や府支出金の受入額。

夢洲地区の過年度
の事業収益

・・・ 夢洲地区の損益計算開始に伴う過年度の事業収益の額。

公共資産処分による
財源増

・・・ 公共資産の処分により、使途の自由な財源として回収されたことを表している。除売却された固定資産の取得原価（3,742,330千
円）－除売却された固定資産の減価償却累計（3,155,540千円）

貸付金・出資金等へ
の財源投入

・・・ 使途の自由な財源から貸付金・出資金等へ充てられた額。短期貸付金（17,500,000千円）＋基金（13,521千円）＋未収金から長
期延滞債権への振替額（339千円）。

貸付金・出資金等の
回収等による財源増

・・・ 貸付金・出資金等の回収等により、使途の自由な財源として回収されたことを表している。長期貸付金（319,402千円）＋短期貸
付金（15,400,000千円）＋長期延滞債権（13,438千円）＋基金（1,820,281千円）＋回収不能分（3千円）。

減価償却による財源
増

・・・ 公共資産の減価償却による留保資金の増額。今年度に減価償却された分。

地方債償還等に伴う
財源振替

・・・ 公共資産等整備の財源として発行していた地方債を使途の自由な財源で償還したための振替。港湾施設提供事業に使用され
た地方債の償還額（資本費平準化債にかかる償還額を除く）。

資産評価替えによる
変動額

・・・ 販売用不動産の時価評価に伴う、資産の増減額と科目間の振替。販売用不動産の評価差額22年度（△25,914,405千円）－21
年度（△21,183,824千円）

無償受贈資産受入 ・・・ 価値のある資産を無償で受贈したことによる受贈益を表す。

その他 ・・・ 無形固定資産や土地年賦未収金及びその他投資が使途の自由な財源として回収されたことによる移動。また、その他資本剰余
金の増額としてその他一般財源が増加。

期末純資産残高 ・・・ 22年度貸借対照表の純資産額と同じ。

資産形成に結びつかない行政サービスを提供する上で用いられた経費から受益者負担などの収益で賄われたものを差し引きし
たもの。資産形成に結びつかない行政サービスなので、その他一般財源等で賄う。行政コスト計算書の純行政コストと同じ。

公共資産整備への
財源投入

・・・ 使途の自由な財源から公共資産整備へ充てられた額。ただし、港湾施設提供事業の地方債発行額（資本費平準化債を除く）を
差し引いている。固定資産の増加分（396,029千円）－無償で贈与された分（5,934千円）－（港湾施設提供事業の地方債発行額
（395,000千円）－整備費のうち消費税分（18,841千円））

公共資産除売却損
益

損益計算書の特別利益の固定資産売却益（471,629千円）から、特別損失の固定資産売却損（116,690千円）と資産減耗費の固
定資産除却費（244,320千円）、無償受贈資産の除却額（72,349千円）を差し引く。純経常行政コストには含まれず、臨時損益とし
て計上。

・・・
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資金収支計算書
自 平成22年4月 1日 自 平成21年4月 1日

至 平成23年3月31日 至 平成22年3月31日

（単位：千円）

人件費 1,192,256 1,306,895 人件費 ・・・

物件費 5,568,707 5,208,946 物件費 ・・・

補助金等 1,419,003 583,194 補助金等 ・・・

支払利息 2,007,113 2,110,123 支払利息 ・・・

その他支出 1,131,961 1,916,005 その他支出 ・・・

支 出 合 計 11,319,040 11,125,163

事業収入 10,949,607 12,143,964 事業収入 ・・・

諸収入 2,105,070 2,115,349 諸収入 ・・・

他会計繰入金等 0 19,273

その他収入 480,304 95,234 その他収入 ・・・

収 入 合 計 13,534,981 14,373,820

経 常 的 収 支 額 2,215,941 3,248,657 経常的収支額 ・・・

公共資産整備支出 3,549,373 3,278,945 公共資産整備支出 ・・・

支 出 合 計 3,549,373 3,278,945

地方債発行額 1,840,000 1,156,000 地方債発行額 ・・・

その他収入 417,430 548,121 その他収入 ・・・

収 入 合 計 2,257,430 1,704,121

公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 1,291,943 △ 1,574,824 公共資産整備収支額 ・・・

貸付金 17,500,000 59,700,000 貸付金 ・・・

基金積立額 13,521 29,730 基金積立額 ・・・

地方債等償還額 11,008,820 16,966,841 地方債等償還額 ・・・

短期借入金減少額 7,000,000 0 短期借入金減少額

損失補償実行にかかる支出額等 0 42,413,386

その他支出 1,474 144 その他支出 ・・・

支 出 合 計 35,523,815 119,110,101

貸付金回収額 15,719,402 99,494,225 貸付金回収額 ・・・

株式売却額 0 10,000,000

基金取崩額 1,820,281 29,145 基金取崩額 ・・・

地方債発行額 688,000 713,000 地方債発行額 ・・・

短期借入金借入額 0 7,000,000

他会計繰入金等 16,400,000 0 他会計繰入金等 ・・・

収 入 合 計 34,627,683 117,236,370

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 △ 896,132 △ 1,873,731 投資・財務的収支額 ・・・

当年度資金増減額 27,866 △ 199,898 当年度資金増減額 ・・・

期首資金残高 246,413 446,311 期首資金残高 ・・・

期末資金残高 274,279 246,413 期末資金残高 ・・・

６．資金収支計算書

１ 経 常 的 収 支 の 部

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
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貸借対照表の流動資産のうち未収金において、第三セクター等改革推進債にかかる繰入金分の減少額（16,400,000千
円）を計上。

上記、当年度資金増減額と期首資金残高を足したもの。当年度（22年度）の貸借対照表の３．流動資産の(1)資金（決算
書の現金・預金）と一致する。

投資活動や債権の返済などの財務活動による資金の出入りの状況を表す。

経常的収支額、公共資産整備収支額、投資・財務的収支額を足したもの。

前年度（21年度）の貸借対照表の３．流動資産の(1)資金（決算書の現金・預金）の額。

資本的収支の企業債償還金を計上。内訳は港湾施設提供事業が2,323,820千円、大阪港埋立事業が8,685,000千円。

貸借対照表の固定資産のうち長期貸付金の減少額（319,402千円）、流動資産のうち短期貸付金の減少額（15,400,000
千円）を計上。

貸借対照表の固定資産のうち基金の減少額（1,820,281千円）を計上。

貸借対照表の固定負債のうち企業債の増加額（688,000千円）を計上。

貸借対照表の流動負債のうち、一時借入金の減少額（7,000,000千円）を計上。

資本的収支の繰延勘定支払金（1,474千円）を計上。

日常の行政活動による資金収支の状況を表す。

資本的収支の荷役機械整備費（94,962千円）、上屋倉庫整備費（311,166千円）、引船整備費（2,962千円）、埋立事業
費（2,393,811千円）、企業債諸費（746,472千円）を計上。

資本的収支の荷役機械整備資金（92,000千円）、上屋倉庫整備資金（303,000千円）、埋立事業資金（1,445,000千円）
を計上。

資本的収支の固定資産売却代金（213,476千円）を計上。さらに、雑収のうち貸付金返還金以外（203,954千円）を計上。

公共資産の整備に伴う資金の使途とその財源の状況を表す。

貸借対照表の流動資産のうち短期貸付金の増加額（17,500,000千円）を計上。

貸借対照表の固定資産のうち基金の増加額（13,521千円）を計上。

行政コスト計算書の事業収益に、貸借対照表の流動資産のうち未収金の増減（第三セクター等改革推進債にかかる繰
入金を除く）（936,212千円）を差し引き、さらに、前年度未収金のうち不納欠損額（3千円）を差し引く。

損益計算書の営業外収益（2,037,803千円）と特別利益のうち固定資産売却益を除いた額（67,267千円）を計上。

損益計算書の特別利益のうち固定資産売却代金（471,629千円）を計上。さらに、資本的収支の消費税及び地方消費税
調整額（8,675千円）を計上。

損益計算書の営業費用のうち修繕費（927,056千円）と現金支出を伴う資産減耗費（50,900千円）及び営業外費用のうち企業債手数料
及び取扱諸費（36,125千円）と現金支出を伴う雑支出（2,260千円）、一般会計繰出金（115,620千円）。

損益計算書の営業費用のうち給与（518,735千円）、手当（464,502千円）、共済費（208,982千円）、災害補償費（37千
円）。行政コスト計算書（修正前）の人件費と同じ。
行政コスト計算書の物件費から損益計算書の土地売却原価（154,866千円）を除く。さらに貸借対照表の流動資産のうち貯蔵品、前払
費用、前払金、その他流動資産の増減（76,550千円）を加え、流動負債のうち未払金、預り金の増減（△863,363千円）を除く。

損益計算書の営業費用のうち負担金補助及び交付金（1,419,003千円）。行政コスト計算書の補助金等と同じ。

損益計算書の営業外費用のうち支払利息（2,007,113千円）。行政コスト計算書の支払利息と同じ。
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７．用語解説

(１)貸借対照表関係

公共資産

有形固定資産 行政サービスを提供するために有している実体として存在する資産。土地や建物など。

無形固定資産 行政サービスを提供するために有している実体のない資産。法律上の権利など。

投資等

投資及び出資金 外郭団体への出資金、民間企業の株式や債券並びに財団法人への出捐金など。

貸付金 関係団体などへ貸し付けた金額。長期貸付のみならず短期貸付も含む。

基金等 特定の目的のために積み立てたり、または運用するために設けられた資金・財産で保有が長

期に及ぶもの。

長期延滞債権 １年を超えて回収がなされていない収入未済額を固定資産として区分するもの。

回収不能見込額 貸付金や長期延滞債権のうち、将来回収不能と見込まれるもの。

流動資産

未収金 貸付金・使用料などの収入未済額のうち、１年以内に発生したもの。

販売用不動産 固定資産の売却を主たる事業目的としている事業会計において保有している造成地等。

回収不能見込額 未収金のうち、将来回収不能と見込まれるもの。

繰延勘定 ある年度における支出の効果が数年度に及ぶようなものについて、その数年に分割して費用

を計上するために設けられた項目。 例）企業債発行差金…券面価格と発行価格の差額。

固定負債

公営事業地方債 財政収支の不足を補うために、年度を超えて長期にわたり借り入れる借入金。

退職手当引当金 将来発生すると見込まれる退職手当額を負債計上したもの。

損失補償等引当金 財政状況が著しく悪化した外郭団体の、債権者に対する損失補償に備えて計上するもの。

流動負債

翌年度償還予定額 地方債のうち翌年度に返済する予定のもの。

未払金 支払うべき代金を後で支払うことにしたときに生ずる債務。

翌年度支払予定退

職手当

翌年度に支払う予定である退職金。

賞与引当金 来期に支払われる期末手当・勤勉手当のうち、今期の対象月分。12 月から３月の４ヶ月分。

純資産（資産から負債を差し引いた残）

公共資産等整備国

府補助金等

住民サービスを提供するための資産を取得した財源のうち、国・府から補助を受けた部分。

公共資産等整備一

般財源等

公共資産等の財源のうち、国庫支出金、都道府県支出金、地方債以外の部分。「公共資産合

計＋投資等合計－（地方債＋翌年度償還予定地方債）－公共資産等整備国府補助金等－資産

評価差額」。つまり、固定資産形成に充てられた一般財源の額を表す。

その他一般財源等 「資産合計－負債合計－その他一般財源等以外の純資産合計」。「公共資産等整備一般財源

等」は拘束された純資産を表すのに対し、「その他一般財源等」は将来自由に財源として使

用できる純資産を表す。

資産評価差額 公共資産や投資・出資金の帳簿価額と再調達価額又は売却可能価額との差額。



- 43 -

(２)行政コスト計算書関係

行政コスト計算書…１年間の行政活動のうち固定資産形成に結びつかない行政サービ

スに係る経常的な経費とその行政サービスの直接の対価として得られ

た財源を対比させた財務書類。

人件費 職員への給与や手当などから、退職手当や賞与を除いたもの。

退職手当引当金繰入等 今期、新たに退職手当のために積み立てた額。

賞与引当金繰入等 今期、賞与引当金に繰り入れた額。

物件費 営業費用のうち、その他の項目で表されるもの以外の費用。

維持補修費 施設などの維持修繕に要する費用。

減価償却費 固定資産が経年劣化等に伴い、価値が減少したと認められる額。

補助金等 各種団体や市民、他の地方公共団体に対する補助金・負担金などの額。

支払利息 借り入れた地方債に対する支払うべき利子。

回収不能見込計上額 貸付金や未収金などについて、当年度に回収不能見込額として計上した額。

分担金・負担金・寄付

金

特定の事業に必要な費用に充てるために当該事業によって利益を受ける者から

徴収した額。

(３)純資産変動計算書関係

純資産変動計算書…貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が 1 年間でどの

ように変動したかを示す財務書類。

純経常行政コストと一般財源 純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源によりどの程度賄

われているかを表す。

臨時損益 経常的なコストや財源のほかの、公共資産の除売却や第三セクター等に

対する債権の放棄など、臨時的な要因によるコストや収入を表す。

公共資産整備への財源投入 流動資産から公共資産へ移動した額を表す。

公共資産処分による財源増 公共資産から流動資産へ移動した額を表す。

貸付金・出資金等への財源投入 流動資産から投資等へ移動した額を表す。

貸付金・出資金等の回収等によ

る財源増

投資等から流動資産へ移動した額を表す。

減価償却による財源増 公共資産の減価償却によって留保された資金を表す。

地方債償還等に伴う財源振替 公共資産等整備の財源として発行された地方債を一般財源により償還

するということで、流動資産から公共資産への移動を表す。

(４)資金収支計算書関係

資金収支計算書…資金の増減を、「経常的収支」、「公共資産整備収支」及び「投資・財

務的収支」の 3 つの活動区分で表した財務書類。企業会計におけるキャ

ッシュフロー計算書にあたる。

経常的収支の部 事業を運営する上で、毎年度継続的に収入・支出されるもの。

公共資産整備収支の部 建物、構築物など主に貸借対照表の有形固定資産形成のための支出及び財源。

投資・財務的収支の部 外郭団体への出資金・貸付金、地方債の元金償還額などの経費及び財源。
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８．重要な会計方針

(１)有価証券等の評価基準及び評価方法

(ア)市場価格のある有価証券

年度末日の市場価格に基づき、「投資及び出資金」に計上しています。時価と取得

価額の差額は純資産の部の「資産評価差額」に計上しています。

(イ)市場価格のない投資及び出資金

① 連結対象団体に対するもの

投資・出資先法人等の貸借対照表の純資産のうち自治体の出資割合相当額（実

質価額）が、貸借対照表価額と比較して 30％以上低下した場合には投資・出資

額と実質価額との差額を、投資損失引当金に計上しています。

② 連結対象団体以外に対するもの

投資・出資先法人等の貸借対照表の純資産のうち自治体の出資割合相当額（実

質価額）を「投資及び出資金」に計上しています。

(２)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項はありません。

(３)販売用不動産の評価基準及び評価方法

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以下「健全化法」という。）におけ

る将来負担比率を算定する際の評価基準を用いています。具体的には、下記の方法

によって表される時価評価額から、販売経費の見込額を控除した額と帳簿価額との

いずれか少ない額となります。

〈売出土地〉

時価評価額＝（相続税路線価額×個別的要因の比較格差率)÷0.8×時点修正率

〈未売出土地〉

時価評価額＝近傍類似の土地の価格変動率を帳簿価額に加算若しくは減算

算出された金額と帳簿価額との差額は純資産の部の「資産評価差額」に計上してい

ます。

※売出土地とは、土地流動化委員会における処分検討地。

(４)固定資産の減価償却の方法

(ア)有形固定資産

定額法により減価償却を行っています。

(イ)無形固定資産

定額法により減価償却を行っています。
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(５)繰延資産の処理方法

企業債発行差金

・・・企業債権の償還期限までの期間で均等償却しています。

(６)引当金の計上基準

(ア)退職手当引当金…将来発生すると見込まれる退職手当額を負債計上したもの。

当年度末に港営事業会計に属する全職員が普通退職した場合の退職手当支給見込

額から、翌年度支払予定退職手当の額を除いた額を計上しています。退職手当支給

見込額は、健全化法の将来負担比率算定に用いる退職手当見込額と同額にしていま

す。

(イ)損失補償等引当金…財政状況が著しく悪化した外郭団体の、債権者に対する損失

補償に備えて計上するもの。

健全化法における「当該地方公共団体の損失補償に係る債務残高」を計上していま

す。

(ウ)賞与引当金…来期に支払われる期末手当・勤勉手当のうち、今期の対象月分。

翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間（12月～５月）に対

する当年度の支給対象期間（12 月～３月）の割合（４／６）を計上しています。

(７)回収不能見込額の算定方法

(ア)未収金、長期延滞債権に係る回収不能見込額

①100 万円未満の債権

過去５ヵ年の不納欠損額累計／過去５ヵ年の過年度調定未収金回収額

及び不納欠損額累計

②100 万円以上の債権

個別に回収可能性を判断

消滅事項の期限が到来しているもの・債務者の居所が不明のもの

・・・債権額の 100％を回収不能見込額として計上しています。

(イ)貸付金に係る回収不能見込額

①一般債権

経営状態に重要な問題が生じていない債務者に対する債権

事業毎に過去５ヵ年における貸倒実績率（不納欠損額の未収金に対する割合）

により算定しています。

○港湾施設提供事業…大阪港埠頭ターミナル(株)

過去５ヵ年に不納欠損は発生していないので貸倒実績率は０％です。

○大阪港埋立事業…(株)大阪港トランスポートシステム、大阪港埠頭(株)



- 46 -

過去５ヵ年に不納欠損は発生していないので貸倒実績率は０％です。

②貸倒懸念債権

経営破綻の状態には至っていないが、債務の弁済に重要な問題が生じているか

又はその可能性が高い債務者に対する債権

債権額の 50％を回収不能見込額とする簡便法を用いて算定しています。

③破産更生債権等

経営破綻または実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権

債権額の全額を回収不能見込額としています。

(８)資金収支計算書における資金の範囲

現金・預金（手許現金、要求払預金）を、資金の範囲としています。

(９)その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(ア)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっています。

(イ)財務書類の表示金額単位

記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があ

ります。

９．偶発債務

年度末時点においては現実の債務ではないが、次年度以降において、一定の条件を満た

す事態が生じた場合に債務となるものは、次のとおりです。

１．保証債務及び損失保証債務負担に係るもの

該当事項はありません。

２．係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

○サイロ施設の使用にかかる損害賠償等請求事件

〈平成 21年(ワ)第 8,581 号大阪地裁〉

…サイロ施設の使用許可を受けた者が、当該施設を使用中に、一部の荷揚施設

が取付位置から脱落し、荷揚げ中の小麦を汚損したとして、本市に損害賠償

を求めたもの。第一審、係争中。損害賠償額：141,560 千円。

３．その他主要な偶発債務

該当事項はありません。
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１０．注記事項

(１)貸借対照表関係

平成 21 年度 平成 22 年度

１．減価償却累計額の表示

有形固定資産について、減価償却累計額を控除

した残額を計上しています。

有形固定資産減価償却累計額

建 物 23,434,790 千円

構 築 物 13,048,697 千円

機械及び装置 22,983,787 千円

船 舶 4,637,207 千円

車輌運搬具 28,073 千円

工具、器具及び備品 1,112,714 千円

合 計 65,245,268 千円

２．投資及び出資金

(株)大阪港トランスポートシステム

4,040,000 千円

(財)沿岸開発技術研究センター 4,000 千円

合 計 4,044,000 千円

３．貸付金

長 期 貸 付 金 2,911,950 千円

(財)大阪港埠頭公社 104,114 千円

(株)大阪港トランスポートシステム

2,300,260 千円

大阪港埠頭ターミナル(株) 507,576 千円

合 計 2,911,950 千円

１．減価償却累計額の表示

有形固定資産について、減価償却累計額を控除

した残額を計上しています。

有形固定資産減価償却累計額

建 物 24,603,581 千円

構 築 物 13,292,080 千円

機械及び装置 21,421,738 千円

船 舶 4,374,862 千円

車輌運搬具 33,568 千円

工具、器具及び備品 1,113,120 千円

合 計 64,838,949 千円

２．投資及び出資金

(株)大阪港トランスポートシステム

4,040,000 千円

(財)沿岸開発技術研究センター 4,000 千円

合 計 4,044,000 千円

３．貸付金

長 期 貸 付 金 2,592,548 千円

大阪港埠頭(株) 14,117 千円

(株)大阪港トランスポートシステム

2,171,970 千円

大阪港埠頭ターミナル(株) 406,461 千円

合 計 2,592,548 千円
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平成 21 年度 平成 22 年度

５．基金等

大阪市条例「都市整備事業基金条例」及び「大

阪港振興基金条例」に基づく基金で、当年度末現

在高は次のとおりです。

都市整備事業基金 60,847 千円

大阪港振興基金 8,000,585 千円

合 計 8,061,432 千円

６．土地年賦未収金

土地年賦未収金は、埋立地等の年賦売却に伴う

未収金です。

７．投資等における回収不能見込額

長期延滞債権

居所不明２社に対する使用料等の未収金

7,188 千円

８．販売用不動産

（ ）の中は帳簿価額です。

咲洲（南港）地区 68,659,191 千円

（72,092,128 千円）

舞洲（北港北）地区 12,509,911 千円

（15,208,044 千円）

鶴浜地区 22,610,694 千円

（28,682,264 千円）

夢洲（北港南）地区 109,192,287 千円

（118,173,471 千円）

212,972,083 千円

（234,155,907 千円）

５．基金等

大阪市条例「都市整備事業基金条例」及び「大

阪港振興基金条例」に基づく基金で、当年度末現

在高は次のとおりです。

都市整備事業基金 60,847 千円

大阪港振興基金 6,193,825 千円

合 計 6,254,672 千円

６．土地年賦未収金

土地年賦未収金は、埋立地等の年賦売却に伴う

未収金です。

７．投資等における回収不能見込額

長期延滞債権

居所不明２社に対する使用料等の未収金

7,188 千円

８．販売用不動産

（ ）の中は帳簿価額です。

咲洲（南港）地区 67,961,436 千円

（73,055,949 千円）

舞洲（北港北）地区 13,559,366 千円

（15,208,044 千円）

鶴浜地区 21,819,149 千円

（28,738,065 千円）

夢洲（北港南）地区 107,868,281 千円

（120,120,580 千円）

211,208,232 千円

（237,122,638 千円）
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平成 21 年度 平成 22 年度

９．退職手当引当金、翌年度支払予定退職手当

年度末退職手当支給見込額（22年３月末見込）

1,142,302 千円（対象 172 人）

翌年度支払予定退職手当

－ 25,421 千円（対象１人）

退職手当引当金

1,116,881 千円（対象 171 人）

１０．賞与引当金

22 年６月末期末手当及び勤勉手当支給額

114,324 千円（対象 161 人）

９．退職手当引当金、翌年度支払予定退職手当

年度末退職手当支給見込額（23年３月末見込）

1,111,786 千円（対象 161 人）

翌年度支払予定退職手当

－ 45,231 千円（対象２人）

退職手当引当金

1,066,555 千円（対象 159 人）

１０．賞与引当金

23 年６月末期末手当及び勤勉手当支給額

99,696 千円（対象 143 人）

(２)行政コスト計算書関係

注記事項はありません。

(３)純資産変動計算書関係

①公共資産除売却損益

引船（淀丸）の売却益 102,508 千円

大阪ワールドトレードセンタービルディング売却益（土地、建物） 369,121 千円

ガントリークレーン２基の売却損 △53,528 千円

鉄鋼クレーンの売却損 △63,162 千円

コンテナ関連施設の除却損 △223,131 千円

かもめ西船客上屋除却損 △92,695 千円

備品台帳整理に伴う除却損等 △843 千円

②資産評価替えによる変動額

流動資産である販売用不動産の評価額の減少 △4,730,581 千円

③無償受贈資産受入

過去に受贈された資産の再整理に伴う計上 5,934 千円

④その他

無形固定資産の増減 27,085 千円
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投資等のその他に計上されている土地年賦未収金の増減 △115,647 千円

投資等のその他に計上されているその他投資の増減 △123,110 千円

(４)資金収支計算書関係

①経常的収支の部におけるその他収入

固定資産売却益（損益計算書の特別利益）

引船（淀丸）の売却益 102,508 千円

大阪ワールドトレードセンタービルディング売却益（土地、建物） 369,121 千円

②公共資産整備収支の部におけるその他収入

固定資産売却代金（損益計算書の資本的収入）

引船（淀丸）の売却代金 18,366 千円

ガントリークレーン２基の売却代金 25,200 千円

鉄鋼クレーンの売却代金 169,408 千円

浮桟橋売却代金 250 千円

ワインセラー売却代金 252 千円

大阪ワールドトレードセンタービルディング敷金返還金 199,250 千円

工事分担金等 4,464 千円

ふるさと納税 240 千円

合 計 417,430 千円


